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Ⅰ 問題 

近年、障害の有無にかかわらず余暇活動は、関

心が高まってきている。しかし、障害児・者の余

暇の現状は、屋内での静的・受動的な活動の多さ

(高畑・武藤，1997)が指摘されており、充実した

余暇を過ごしているとは言い難い現状である。そ

の現状を踏まえ、障害児・者が自立と社会参加を

目指す上で、余暇資源を活用した生産的余暇を行

って行くことが大切である。高木(2014)は、地域

での暮らしの中身を豊かにするためには、学校教

育の段階で、その現状を見通した教育が必要と指

摘した。余暇資源の活用について、特別支援学校

学習指導要領解説総則等編(文部科学省，2009)で

は、「公共施設と公共物の利用」が示されており、

「利用できるようにするだけではなく、それらの

利用が余暇の有効利用につながることが分かるよ

う指導することが大切である」と示されている。

しかし、余暇の現状に大きな変化は見られない。

このことから、学校で行われている指導が、卒業

後の生活につながっていないことが推測される。 

余暇に関する研究の多くは知的障害を対象とし

たものが多い。しかし、肢体不自由児・者におい

ても、社会経験や生活経験の乏しさ(小野川・髙橋，

2011)、外出の困難さ(金，2014)があると報告され

ている。また、学校卒業後に自立生活に必要な知

識、技能を学習し直す肢体不自由者が多数存在す

ると指摘がある(川間，2009)。 

以上のことから、本研究では肢体不自由児を対象

とした余暇資源の活用に関する指導の実態を明ら

かにし、日常生活や卒業後の生活における余暇資

源の活用を促す指導の在り方を検討することは意

義があると考える。 

Ⅱ 目的 

本研究では、特別支援学校(肢体不自由)におけ

る余暇資源の活用を促す指導の在り方を検討する

ために、以下の 2点を明らかにする。 

1 特別支援学校(肢体不自由)における余暇資源

の活用に関する指導の実態 

2 特別支援学校(肢体不自由)における余暇資源

を活用した指導を生活に活かしていく具体的な

工夫 

Ⅲ 方法 

1 研究１ 

1 ) 対象・手続き：全国肢体不自由特別支援学校

PTA 連合会が示す学校から、95 校を無作為抽出

し、調査協力が可能との回答があった 44 校(中学

部 36 校、高等部 35 校)を調査対象とし、郵送に

よる質問紙調査を実施した。 

2 ) 質問項目・分析の方法：①余暇資源を活用した

指導の実態、②余暇資源の活用につながる指導の

実態について回答を求めた。得られた回答につい

て、単純集計を行った。自由記述については KJ法

を参考に整理・収束を行った。 

2 研究 2 

1 ) 対象・手続き：研究 1 の対象から、指導の経

緯について「個別の指導計画又は個別の支援計画

等に目標が上がっているため」と回答がある。ま

た、生徒の実生活へ活かすための工夫について、

詳細な回答が得られており、実生活での活用を確

認していると回答が得られた特別支援学校学部主

事 2名を対象に半構造化面接を実施した。 

2 ) 質問項目・分析の方法：①余暇資源を活用した

指導の経緯、②余暇資源を活用した指導の具体に

ついて、③生徒の生活に活かす工夫と成果の具体

について、回答を求めた。面接内容を逐語録化し、

項目ごとに整理を行った。 

3 研究倫理に関する事項 

 本研究を進めるにあたり、対象となる学校の

校長と教師からの研究協力の承諾と学内の研究倫

理審査委員会の承認(承認番号：2015-16)を受けた。 



表 1 余暇資源を活用した指導の目標(中学部) 複数回答 n=29 

カテゴリー 目標数 (%) 

施設の利用・体験に関する目標 79 (57.7) 

公共施設・公共交通機関の使い方 
に関する目標 

20 (14.6) 

他者とのかかわりに関する目標 20 (14.6) 

学習に関する目標 14 (10.2) 

余暇活動に関する目標 4 (2.9) 

 

表 2 余暇資源を活用した指導の目標(高等部) 複数回答 n=27 

カテゴリー 目標数 (%) 

施設の利用・体験に関する目標 64 (47.8) 

公共施設・公共交通機関の使い方 
に関する目標 

25 (18.7) 

学習に関する目標 22 (16.4) 

余暇活動に関する目標 12 (9.0) 

他者とのかかわりに関する目標 11 (8.2) 

 

Ⅳ 結果及び考察 

1 研究Ⅰ 

1 ) 回収率 

 44校中 37校(84.1%)を回収した。中学部 28校

(77.8%)、高等部 27校(77.1%)、そのうち中学部で

は、29 名(1 校で 2 名での回答があり、それを含

め)。高等部では 27名からの回答を得た。 

2 ) 余暇資源を活用した指導の実態 

例年活用している余暇資源の数は、中学部では

平均約 6ヵ所、高等部では平均約 7ヵ所であった。

また、前年度活用した余暇資源は、中学部ではレ

ストランが一番多く 42%、次に図書館や博物館な

どの文化・芸術関連施設が 39%、デパートが 35%

であった。高等部では、ショッピングセンターが

一番多く 55%、次に文化・芸術関連施設が 44%、

レストランが 33%であった。このことから、ほぼ

すべての学校で余暇資源を活用した指導が行われ

ていることが分かった。 

三浦(1999)は、子どもの発達段階と社会体験活

動の内容について、中学部では生活経験の場を広

げたり、雰囲気に慣れ親しむねらいから、「生活自

立をめざすための社会体験活動」、「地域社会で生

活していくための社会体験活動」など地域社会で

の実用性を持つ社会的スキルや行動を獲得する基

盤づくりがねらいとなると述べている。また、高

等部では確実に生活自立につながるように、地域

社会での実用性を持つ実際的なスキルや行動を着

実に獲得できるようにしなければならないとして

いる。余暇資源を活用した指導の目標についてKJ

法を参考に整理・収束を行った。その結果を表 1、

表 2に示す。中学部と高等部の結果を比較すると、

中学部は「施設の利用・体験に関する目標」、「他

者とのかかわりに関する目標」が多く、高等部で

は「公共施設・公共交通機関の使い方に関する目

標」、「学習に関する目標」、「余暇活動に関する目

標」が多かった。この結果は、三浦(1999)が述べ

ることと一致しており、生徒の発達段階に応じた

指導が行われていると考えられる。 

しかし、余暇資源を活用した指導の教育課程上

の位置づけでは、中学部では約半数が生活単元学

習、高等部では半数が総合的な学習の時間での位

置づけが多い。また、指導の経緯については「例

年行っているため」が「領域・教科の目標を達成

するため」に次いで各学部ともに多かった。特別

支援学校(肢体不自由)において総合的な学習の時

間は、各教科の授業時数の確保や自立活動の時間

に充てる授業数を確保する必要があることから、

小・中・高等学校の標準時数よりも少ない状況に

ある(古川，2004)。また、川間(2004)は、生活単元

学習と総合的な学習の時間で陥りやすい問題とし

て、「系統性がない」、「児童生徒の実態に応じ

ていない」、「行事単元に終始する」などを指摘

している。そのため、今後は生活単元学習や総合

的な学習の時間での、指導内容の系統性や生徒の

実態に応じた内容となっているかについての検討

が求められる。 

実生活における余暇資源の活用への工夫では、

中学部で約 4割、高等部では約 7割の学校で行わ

れていた。具体的な工夫は、中学部では「事前・

事後学習をする」「支援方法を工夫する」が多く、

高等部では「生徒自身が行えるようにする」「交

通機関を活用する」などが挙げられた。しかし、

指導後における実生活での活用の確認については、

「生徒全員ではないが確認している」が一番多く、

実際の生活に反映されているかどうかは確認が取



れていないケースがあることが示唆された。伊藤・

菅野・橋本・浮穴・勝野・片瀬(2007)が述べるよ

うに、学校での取り組みがどれだけ生活に結び付

いたかをはっきりとした形で確認、評価すること

が重要である。 

公共交通機関の使い方については、余暇資源を

活用した指導の目標の中ではあまり出てこなかっ

たが、中学部では半数以上、高等部では 8割の学

校で指導を行っていた。また、実生活における余

暇資源の活用への工夫の中でも「交通機関を活用

する」という内容が挙がっており、生徒が交通機

関を活用する経験を、指導を通じて積んでいるこ

とが分かった。しかし、学校で様々な経験を積ん

でいる半面、武藤・水内(2009)の調査では、地域

で利用できる資源が限られ、定期的な活動に参加

していない障害者が多いことや、買い物や外食、

ドライブなどの活動を担っているのは保護者であ

る現状を報告している。この原因の一つとして、

般化の困難性(五十嵐・武藤，2005)が考えられる。

学校での訓練場面と日常場面には大きなギャップ

が存在する(斎藤，2010)。実生活で余暇資源を活

用するための工夫で、「生徒自身が行えるようにす

る」という工夫が一番多いが、余暇資源を活用し

た指導においては生徒１名に対して教員約 1名が

ついており、常に支援を受けられる環境にある。

しかし、実際に生活場面では、地域生活の中で多

くのバリアフリーに関する課題を抱える現状 

(堀・山田・古賀，2011)があり、バリアによる制約

などによって移動や外出をあきらめている実態が

ある(金，2014)。そのため、ただ単に生徒が行う

だでは実生活につなげることは難しいと考える。

さらに、余暇資源の活用につながる指導の一つと

して挙げた「予約などの電話対応」に関する指導

があまり行われていないなど、実際に余暇資源を

活用する際に必要な事柄が指導又は経験がないこ

とも生徒の生活につながらない原因であると考え

る。このような指導内容は、生徒の障害の実態に

よって変化する。そのため、障害の実態に応じて

生徒がどうすれば実際にその資源を活用できるか

をさらに検討して指導が必要である。 

以上のことから、余暇資源を活用した指導は行

われているが、指導内容の不十分さや生徒や地域

の実態に応じた指導、評価という部分に課題があ

ると推察される。 

2 研究Ⅱ 

1 ) A県立 B特別支援学校(中学部)での取り組み 

余暇資源ありきではなく、指導を行う中で余暇

資源を活用する必要性を確認し、クラスの実態に

応じて活用していた。生徒同士の関わりや楽しか

ったという経験が、生徒の「また行きたい」につ

ながっていた。また、学校で行った場所や出来た

ことの他に、活用した施設設備について、障害者

手帳が使えるかを保護者に伝えることで、生活に

おける余暇資源の活用を促していた。身近な支援

者である保護者が教育に参画し、学校での指導の

成果を、子育てに活かしていくことは、障害のあ

る子どもの成長を促すことにもつながる(柳澤，

2014)。さらに、特別支援学校における直接的な余

暇支援の在り方として、生徒の個別のニーズに応

じた余暇活動の紹介、好きな活動の発見や開発な

どがある (内田・伊藤，2011)。そのため、学校で

活用した余暇資源について家庭に情報提供するこ

とは、余暇資源の活用を促すことが推測できる。

しかし、保護者との連携の難しさや外出時に移動

支援が十分に受けられずに、家族の負担が大きい

などの報告(小野川・髙橋，2011)もある。そこで

次に重要となるのが、生徒自身の楽しかったとい

う経験と考える。我が子から「また行きたい」と

いう発信があれば、余暇資源の活用につながると

考える。また、指導の際に生徒が十分楽しむため

には、事前の準備やその場での臨機応変な配慮が

必要である。B 特別支援学校においては、地域住

民の配慮によって肢体不自由児でも十分に体験が

できたり、余暇資源の開発にもつながったりして

いることがうかがえた。普段の学校業務の中で地

域に障害理解を浸透させることは難しいかもしれ

ないが、学校で指導の一環として余暇資源を活用

していくことで、地域の障害理解が進むと同時に、

結果として指導の充実にもつながるのではないか

と考える。 



2 ) D県立 E特別支援学校(中学部・高等部)での取

り組み 

学校の教育目標に挙がっている社会参加をめざ

した取り組みとして、余暇資源を活用していた。

また、肢体不自由の障害特性を把握したうえで、

総合的な学習の時間を使い、段階的に指導が進め

られていた。生徒の実態に応じて生活に活かして

いくことを目的としているため、実際に生徒が休

日に外出し、余暇資源を活用するなどの成果が見

られた。さらに、ただ余暇資源を活用した指導を

行うのではなく、自らの障害を理解し、自立して

いくための取り組みや、生徒や保護者に将来の生

活について意識してもらうための取り組みが行わ

れていた。以上、E 特別支援学校での取り組みか

ら、余暇資源を活用した指導について、単発的、

部分的に展開(高畑・武蔵・安達，2000)するので

はなく、総合的な学習の時間などに位置づけて、

継続的・計画的に自立や生活全般に関して指導す

ることの有効性が推察された。また、この取り組

みは内田・伊藤(2012)の、特別支援学校における

間接的な余暇支援の在り方として挙げられている、

「余暇支援の内容の含まれた教育課程や個別の指

導計画の作成による学校組織全体での取り組み」

と一致している。さらに、小野川・髙橋(2011)が、

学齢期において親子が離れて生活できる場や機会

を設けるなどの、精神的自立に向けた支援の必要

性を指摘していることからも、肢体不自由児の余

暇資源の活用を促す指導として、E 特別支援学校

での取り組みは有効であると考える。 

Ⅴ 総合考察 

本研究を通じ、特別支援学校(肢体不自由)にお

ける余暇資源の活用を促す指導の在り方として以

下の視座を得た。 

余暇資源を活用した指導について、総合的な学

習の時間などで生活範囲を広げるとともに、自立

活動の指導と関連づけて、生徒の精神的自立を促

す指導を行っていくことが有効であると示唆され

た。 

余暇資源の活用を生活に活かす工夫では、「保護

者との連携」、「生徒の願いの反映」、「地域の障害

理解の有効性」、「基礎的な経験を踏まえながら、

徐々に活動範囲を広げる指導」、「肢体不自由児の

障害特性を考慮した精神的自立を促す指導」の 5

点が重要だとうかがわれた。 

これらの指導を行うことで、研究Ⅰで課題とし

て挙げられた指導内容の系統性や生徒の実態に応

じた指導が可能となり、生徒の余暇資源の活用に

つながることが示唆された。 
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